
(単位：千円）
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(単位：千円）

1 1 1

3

事業名 所管課 款名称

市議会議員報酬等

　市議会議員報酬等

議会事務局 議会費

目名称 補正前 補正額 計

議会費 59,063議会事務局職員人件費 議会事務局 議会費 議会費

事業名 所管課 款名称 項名称

162 59,225 162

補正額の特定財源の内訳
財源 財源名 金額

節
区分 金額

給料
職員手当等
共済費

補正額の財源内訳
特定財源

国庫支出金 県支出金 地方債 その他
一般財源

事業の概要と必要性 補正の理由

　議会事務局職員人件費 　給与改定等による実績増

根拠法令

34
△ 629
757

補正額の財源内訳
計 特定財源

一般財源
国庫支出金 県支出金 地方債 その他

239,452

項名称 目名称 補正前 補正額

金額 区分 金額
職員手当等 △ 8,719

△ 8,719

補正額の特定財源の内訳 節事業の概要と必要性 補正の理由

議会費 248,171 △ 8,719議会費

　給与改定等による実績減

根拠法令

財源 財源名



(単位：千円）

2 1 1

2
3
4

(単位：千円）

2 1 1

3
4

根拠法令

　特別職人件費 　給与改定等による実績増

375共済費

金額 区分 金額
職員手当等 △ 330

財源 財源名

45

事業の概要と必要性 補正の理由 補正額の特定財源の内訳 節

一般管理費 30,047 45 30,092特別職人件費 職員課 総務費 総務管理費

特定財源
一般財源

国庫支出金 県支出金 地方債 その他
事業名 所管課 款名称 項名称 目名称 補正前 補正額 計

補正額の財源内訳

共済費 20,500

県支出金 地方債 その他

補正額の財源内訳

金額
16,176

補正額の特定財源の内訳

特定財源
一般財源

国庫支出金

節
財源

職員手当等 △ 5,019

財源名 金額 区分
給料

31,657

事業名 所管課 款名称 項名称 目名称 補正前 補正額 計

一般管理費 1,954,720 31,657 1,986,377一般管理費人件費 職員課 総務費 総務管理費

事業の概要と必要性 補正の理由

　一般管理費人件費 　給与改定等による実績増

根拠法令



(単位：千円）

2 1 8

19

(単位：千円）

2 1 18

23

負担金補助
及び交付金

償還金利子
及び割引料

　伯仙財産区住民の福祉の向上に資するため、伯仙財産区管理会にお
いて財産の有効利用等の運営方針を検討する。
（事業概要）
　①管理会の運営
　②財産の有効利用
　③基金の管理
（事業の必要性）
　伯仙財産区有財産を活用し、伯仙財産区住民の福祉の向上を図るた
めに、必要な事業である。

財産区管理費

米子市伯仙財産区管理会条例、米子市伯仙財産区基金条例

根拠法令

（１）事業概要
　　事業実績の減などにより超過交付となった県補助金・負担金の返還

（２）事業の必要性
　　超過交付となった補助金等について、請求に基づき返還する必要が
ある

返還金(こども未来課）

補正理由
　事業実績の減などで超過交付となった補助金等について、本年度返還
予定であるため。

　（返還金の内訳）
　平成２１年度保育所運営費国庫負担金　　　　　　　　　　　６８，３６５円
　平成２１年度鳥取県保育所運営費負担金　　　　　　　　　 ３４，１８３円
　平成２１年度児童入所施設措置費国庫負担金　　　　　 ３６１，３４９円
　平成２１年度鳥取県児童入所施設措置費負担金　　　　１８０，６７５円
　平成２１年度鳥取県地域子育て支援拠点事業費補助金
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　１，６９４，０００円
　平成２１年度鳥取県保育対策等促進事業費補助金 ３，８５７，０００円
　平成２１年度鳥取県放課後子どもプラン推進事業費補助金
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　２，０７５，０００円
　平成２１年度児童手当交付金　　　　　　　　　　　　　　　　６３４，３３３円
　平成２１年度鳥取県児童手当支給事業費負担金 　　 　１９０，３３３円
　平成２１年度児童扶養手当国庫負担金　　　　　　　　１，６２８，８９７円
　

財源 財源名
事業の概要と必要性 補正の理由 補正額の特定財源の内訳

金額

10,725 10,725こども未来課 総務費 総務管理費

目名称

諸費

補正前 補正額 計事業名 所管課 款名称 項名称

根拠法令

　年度中途において、大高地区及び県地区社会福祉協議会が行う社会
福祉活動に対する経費の助成を行う事が、伯仙財産区管理会において決
定されたため。

財源 財源名
繰入金

財産区基金繰入金

200

事業の概要と必要性 補正の理由 補正額の特定財源の内訳 節

財産区管理費 873 200 1,073総務管財課 総務費 総務管理費

補正額の財源内訳
特定財源

一般財源
国庫支出金 県支出金 地方債 その他

事業名 所管課 款名称 項名称 目名称 補正前 補正額 計

区分

特定財源

節

国庫支出金 その他県支出金 地方債

補正額の財源内訳

200

金額

10,725

一般財源

10,725

金額 区分
200

金額



(単位：千円）

2 1 18

23

(単位：千円）

2 1 18

23

償還金利子
及び割引料

償還金利子
及び割引料

（１）事業概要
　　事業実績の減などにより超過交付となった県補助金・負担金の返還

（２）事業の必要性
　　超過交付となった補助金等について、請求に基づき返還する必要が
ある

事業の概要と必要性

根拠法令

（１）事業概要
　　事業実績の減などにより超過交付となった県補助金・負担金の返還

（２）事業の必要性
　　超過交付となった補助金等について、請求に基づき返還する必要が
ある

根拠法令

返還金（健康対策課） 健康対策課 総務費

金額 区分 金額
8,638

補正理由
　事業実績の減などで超過交付となった補助金等について、本年度返還
予定であるため。

　（返還金の内訳）
　平成２１年度特別障害者手当等給付費国庫負担金    ６２５，５１５円
　平成２１年度障害者医療費国庫負担金         　　　５，６１５，５５９円
　平成２１年度鳥取県地域生活支援事業費    　　　　１，５７６，０００円
　平成２１年度鳥取県難病患者等居宅生活支援事業費補助金
　　　　　                                                          　６７０，０００円
　平成２１年度鳥取県小児慢性特定疾患児日常生活用具給付事業費補
助金
　　　　　　                                                          １５０，０００円

財源 財源名

8,638

事業の概要と必要性 補正の理由 補正額の特定財源の内訳 節

諸費 8,638 8,638返還金（障がい者支援課） 障がい者支援課 総務費 総務管理費

特定財源
一般財源

国庫支出金 県支出金 地方債 その他
事業名 所管課 款名称 項名称 目名称 補正前 補正額 計

補正額の財源内訳

8,128
補正理由
　事業実績の減などで超過交付となった補助金等について、本年度返還
予定であるため。

　（返還金の内訳）
　平成２０年度鳥取県予防接種事故対策費負担（補助）金　５０，０３３円
　平成２１年度鳥取県予防接種事故対策費負担（補助）金１１５，４２５円
　平成２１年度鳥取県健康増進事業費補助金　　　　　　 　２９５，０００円
　平成２１年度鳥取県新型インフルエンザワクチン接種費減免補助金
　　　                                                            　７，１０１，０００円
　平成２１年度感染症予防事業等国庫負担（補助）金（女性特有のがん）
　　　　　　                                                            ５６６，０００円

財源 財源名
補正の理由 補正額の特定財源の内訳 節

諸費 8,128 8,128総務管理費

目名称 補正前 補正額事業名 所管課 款名称 項名称

金額 区分

補正額の財源内訳

県支出金
計

一般財源

金額

8,128

特定財源
地方債 その他国庫支出金



(単位：千円）

2 2 1
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(単位：千円）

2 2 1

22 補償補填及
び賠償金

　税務総務費人件費

根拠法令

国家賠償法

市税賠償金 固定資産税課 総務費

　冷凍倉庫の課税誤りに対する賠償金として市内の法人に支払うもの。

根拠法令

金額 区分 金額
1,677

平成元年度２期から平成７年度４期までの本税　８９６，９２５円
上記本税に対する遅延金 　　　　　　　　　　　　　　７５８，５３０円
平成１４年度から平成１７年度までの遅延金と還付加算金との差額
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　２１，１５７円
                                             　　   計　１，６７６，６１２円

財源 財源名

1,677

事業の概要と必要性 補正の理由 補正額の特定財源の内訳 節

税務総務費 1,677 1,677徴税費

補正額の財源内訳
特定財源

一般財源
国庫支出金 県支出金 地方債 その他

事業名 所管課 款名称 項名称 目名称 補正前 補正額 計

　給与改定等による実績減 金額

職員手当等 △ 10,369
共済費 4,111

区分 金額
給料 △ 14,105

財源 財源名

△ 20,363

事業の概要と必要性 補正の理由 補正額の特定財源の内訳 節

税務総務費 588,161 △ 20,363 567,798税務総務費人件費 収税課 総務費 徴税費

補正額の財源内訳
特定財源

一般財源
国庫支出金 県支出金 地方債 その他

事業名 所管課 款名称 項名称 目名称 補正前 補正額 計



(単位：千円）

2 3 1

2
3
4

(単位：千円）

2 4 1

2
3
4

　戸籍住民基本台帳費人件費

根拠法令

　選挙管理委員会事務局職員人件費

根拠法令

職員手当等 166
共済費 992

金額 区分 金額
給料 980

　給与改定等による実績増 財源 財源名

2,138

事業の概要と必要性 補正の理由 補正額の特定財源の内訳 節

選挙管理委員会費 37,508 2,138 39,646
選挙管理委員会事務局職員人件
費

選挙管理委員会事務局 総務費 選挙費

補正額の財源内訳
特定財源

一般財源
国庫支出金 県支出金 地方債 その他

事業名 所管課 款名称 項名称 目名称 補正前 補正額 計

職員手当等 △ 7,890
共済費 △ 562

金額 区分 金額
給料 △ 15,441

　給与改定等による実績減 財源 財源名

△ 23,893

事業の概要と必要性 補正の理由 補正額の特定財源の内訳 節

戸籍住民基本台帳費 278,494 △ 23,893 254,601戸籍住民基本台帳費人件費 市民課 総務費 戸籍住民基本台帳費

補正額の財源内訳
特定財源

一般財源
国庫支出金 県支出金 地方債 その他

事業名 所管課 款名称 項名称 目名称 補正前 補正額 計



(単位：千円）

2 5 1

2
3
4

(単位：千円）

2 6 1

2
3
4

　統計調査総務費人件費

根拠法令

職員手当等 57
共済費 433

金額 区分 金額
給料 △ 53

　監査委員事務局人件費 　給与改定等による実績増 財源 財源名

437

事業の概要と必要性 補正の理由 補正額の特定財源の内訳 節

監査委員費 33,531 437 33,968監査委員事務局人件費 監査委員事務局 総務費 監査委員費

補正額の財源内訳
特定財源

一般財源
国庫支出金 県支出金 地方債 その他

事業名 所管課 款名称 項名称 目名称 補正前 補正額 計

根拠法令

　給与改定等による実績増 金額

職員手当等 2,230
共済費 1,782

区分 金額
給料 4,593

財源 財源名

8,605

事業の概要と必要性 補正の理由 補正額の特定財源の内訳 節

統計調査総務費 14,722 8,605 23,327統計調査総務費人件費 総務管財課 総務費 統計調査費

補正額の財源内訳
特定財源

一般財源
国庫支出金 県支出金 地方債 その他

事業名 所管課 款名称 項名称 目名称 補正前 補正額 計



(単位：千円）

3 1 1

28

(単位：千円）

3 1 1

2
3
4

　社会福祉総務費人件費

根拠法令

　国保特別会計繰出金（人件費等）

根拠法令

　給与改定等による実績減

職員手当等 △ 7,185
共済費 1,529

金額 区分 金額
給料 △ 8,553

財源 財源名

△ 14,209

事業の概要と必要性 補正の理由 補正額の特定財源の内訳 節

社会福祉総務費 365,008 △ 14,209 350,799社会福祉総務費人件費 長寿社会課 民生費 社会福祉費

補正額の財源内訳
特定財源

一般財源
国庫支出金 県支出金 地方債 その他

事業名 所管課 款名称 項名称 目名称 補正前 補正額 計

金額 区分 金額
繰出金 △ 4,778

　給与改定等による実績減 財源 財源名

△ 4,778

事業の概要と必要性 補正の理由 補正額の特定財源の内訳 節

社会福祉総務費 209,805 △ 4,778 205,027国保特別会計繰出金（人件費等） 保険年金課 民生費 社会福祉費

補正額の財源内訳
特定財源

一般財源
国庫支出金 県支出金 地方債 その他

事業名 所管課 款名称 項名称 目名称 補正前 補正額 計



(単位：千円）

3 1 2

2
3
4

(単位：千円）

3 1 3

20

　国民年金費人件費

根拠法令

障害者自立支援法根拠法令

県 25,166

金額 区分 金額
国庫 50,333 扶助費 100,666

（事業の概要）
　在宅の障がい者に対する入浴・食事の介助や家事援助を行う居宅介
護事業や通所による日中の介護を行う生活介護事業、共同での生活の
場となるグループホーム・ケアホーム運営事業等を行い、障がい者の地
域生活を支援する。
（必要性）
　障がい者が地域で生活していくために必要となる支援を実施することに
より福祉の増進が図られる。

（補正の理由）
　制度改正に伴い非課税世帯の利用者負担が無料化されたことや利用
者数の増加及び新体系事業への移行に伴う給付費の増等により予算が
不足したため。
（事業の効果）
　地域での生活を希望する障がい者に対して、生活の場や必要な援助を
確保することにより、障がいのある人もない人も共に社会で生活するとい
うノーマライゼーションの理念の実現を促進する。

財源 財源名

障害者自立支援給付費負担金

障害者自立支援給付費負担金

25,167

事業の概要と必要性 補正の理由 補正額の特定財源の内訳 節

50,333 25,166障がい者福祉費 826,961 100,666 927,627
居宅介護給付事業（自立支援給
付）

障がい者支援課 民生費 社会福祉費

補正額の財源内訳
特定財源

一般財源
国庫支出金 県支出金 地方債 その他

事業名 所管課 款名称 項名称 目名称 補正前 補正額 計

　給与改定等による実績減 金額財源名

職員手当等 △ 1,712
共済費 △ 493

国民年金費

区分 金額
給料 △ 3,009

財源

国民年金費人件費 保険年金課 民生費 社会福祉費 △ 5,214

事業の概要と必要性 補正の理由 補正額の特定財源の内訳 節

国庫支出金 県支出金 地方債 その他

39,031 △ 5,214 33,817

補正額 計事業名 所管課 款名称 項名称 目名称 補正前
補正額の財源内訳

特定財源
一般財源



(単位：千円）

3 1 3
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(単位：千円）

3 1 3
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障害者自立支援法

障害者自立支援法根拠法令

（事業の概要）
　身体障害者更生援護施設等に入所又は通所している身体障がい者、
知的障がい者及び精神障がい者に係る自立支援給付費を支給する。
（必要性）
　身体障がい者、知的障がい者及び精神障がい者が身体障害者更生援
護施設等に入所又は通所して、個々の障害程度やニーズに応じた日常
生活の支援や職業に係る訓練を受けることができるよう給付費を支給し
福祉の増進を図る。

根拠法令

（事業の概要）
　身体障がい者の自立と社会経済活動への参加の促進を図るため、身
体障がい者に対し行われる更生のために必要な医療に対し、その費用
の全額あるいは一部を支給する。
（必要性）
　１８歳以上の身体障がい者に対し、人工関節置換術、人工透析等にか
かる医療費の支給を行い、障がい程度の軽減及び日常生活能力の回復
を図るため。

県 22,359

金額 区分 金額
国庫 44,719 扶助費 89,438

（補正の理由）
　制度改正に伴い非課税世帯の利用者負担が無料化されたことや利用
者数の増加及び新体系事業への移行に伴う給付費の増等により予算が
不足したため。
（事業の効果）
　入所・通所施設において個々のニーズに応じた支援を受けることによっ
て、福祉の増進が図られる。

財源 財源名

障害者自立支援給付費負担金

障害者自立支援給付費負担金

22,360

事業の概要と必要性 補正の理由 補正額の特定財源の内訳 節

44,719 22,359障がい者福祉費 813,773 89,438 903,211障がい者施設支援事業 障がい者支援課 民生費 社会福祉費

補正額の財源内訳
特定財源

一般財源
国庫支出金 県支出金 地方債 その他

事業名 所管課 款名称 項名称 目名称 補正前 補正額 計

県 5,625

金額 区分 金額
国庫 11,251 扶助費 22,503

（補正の理由）
　今年度から肝臓の治療（肝臓移植後の抗免疫療法等）も更生医療の適
用対象になり、また、人工透析患者で生活保護受給者の人数が増加して
いるため、医療費の予算が不足したため。
　（事業の効果）
　心臓機能障害の根治手術・弁置換術、肢体不自由の人口関節置換術、
腎臓機能障害の人工透析、肝臓移植後の抗免疫療法等を行う障がい者
に対して更生医療を適用することにより高額な医療費負担が軽減されると
ともに、日常生活機能の回復を図ることができる。

財源 財源名

障害者医療費負担金

自立支援医療費（更生）負担金

5,627

事業の概要と必要性 補正の理由 補正額の特定財源の内訳 節

11,251 5,625障がい者福祉費 179,513 22,503 202,016自立支援医療費等給付事業 障がい者支援課 民生費 社会福祉費

補正額の財源内訳
特定財源

一般財源
国庫支出金 県支出金 地方債 その他

事業名 所管課 款名称 項名称 目名称 補正前 補正額 計



(単位：千円）

3 1 6
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(単位：千円）

3 1 6

19 負担金補助
及び交付金

区分

その他

介護保険法

　介護保険事業特別会計に係る人件費・事務費と、介護給付費の１２．
５％及び地域支援事業の２０％を一般会計から繰り出す。

根拠法令

金額
2,247

（１）事業の概要
　地域介護・福祉空間整備等施設整備交付金を利用し、既存の小規模
福祉施設へのスプリンクラー等の整備を図る。
（２）事業の必要性
　平成２２年９月２９日「指定地域密着型サービス及び指定地域密着型介
護予防サービスに関する基準について」が一部改正され、「消防法施行
令においてスプリンクラー設備の設置が規定されていない２７５平方メー
トル未満の指定認知症対応型共同生活介護事業所においても、積極的
にスプリンクラー設備の設置に努めること」と付記されたことに伴い、整備
する必要が生じたため。

（１）計画効果
　市内１ヶ所の認知症高齢者グループホームにスプリンクラー設備等の整
備を図る。
内訳　スプリンクラー設備　＠９，０００×２２４㎡＝２，０１６，０００円
　　　　火災通報装置　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２３１，０００円
      　　　   計　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２，２４７，０００円
（２）補正の理由
　平成２２年９月末に県と協議済であり、年度内の着工を予定しているた
め。

財源 財源名 金額

地域介護・福祉空間整備等交付金
国庫 2,247

事業の概要と必要性 補正の理由 補正額の特定財源の内訳 節

2,247老人福祉費 17,325 2,247 19,572
小規模福祉施設スプリンクラー整
備事業

長寿社会課 民生費 社会福祉費

補正額の財源内訳
特定財源

一般財源
国庫支出金 県支出金 地方債

事業名 所管課 款名称 項名称 目名称 補正前 補正額 計

根拠法令

　介護保険特別会計の認定調査事業の補正に伴い特別会計繰入金が変
更となることに併せて、繰出金を補正する。

金額 区分 金額
繰出金 1,270

財源 財源名

1,270

事業の概要と必要性 補正の理由 補正額の特定財源の内訳 節

老人福祉費 1,523,711 1,270 1,524,981介護保険特別会計繰出金 長寿社会課 民生費 社会福祉費

補正額の財源内訳
特定財源

一般財源
国庫支出金 県支出金 地方債 その他

事業名 所管課 款名称 項名称 目名称 補正前 補正額 計



(単位：千円）

3 1 6
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(単位：千円）

3 1 9

20

鳥取ふれあい共生ホーム整備促進事業
補助金

負担金補助
及び交付金

鳥取県特別医療費助成条例、米子市特別医療費の助成に関する条例

事業の概要と必要性

根拠法令

事業名 所管課 款名称

医療助成（身体、知的、精神障害） 保険年金課

事業名 所管課 款名称 項名称 目名称 補正前 特定財源
一般財源

国庫支出金
補正額 計

補正額の財源内訳

一般財源

5,000

補正の理由 補正額の特定財源の内訳 節

補正額の財源内訳

金額

国庫支出金 県支出金 地方債 その他

区分

特定財源

16,171

県

県

計

5,000

財源 財源名 金額

3,704

県支出金 地方債

ふれあい共生ホーム整備事業 長寿社会課 民生費 社会福祉費 老人福祉費 11,171 5,000

　地域で高齢者、障がい者、子どもを包括的にケアし、相互の交流を図
る。具体的には、介護保険の通所サービスや小規模多機能事業所を中
心に、障がい者デイサービスや、保育園、子育て支援施設等を組み合わ
せた建物を設置し、供給するサービス内容に応じた人員を配置し、サー
ビスを行う。

　平成２２年１０月末に県との協議済みであり、年度内の着工を予定して
いるため。

　小規模多機能型居宅介護事業所及び認可外保育所の整備事業費
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　５，０００千円

財源 財源名

その他

金額

項名称 目名称 補正前

413,487

5,000

420,894

補正額

扶助費 7,407
　重度心身等（身体、知的、精神）障がい者の医療費を助成することで対
象者の健康保持及び生活の安定を図り、もってその福祉の向上に資す
ることを目的として支援を行っている。
【対象者】
身体障害者手帳１・２級、療育手帳Ａ判定、精神保健福祉手帳１級をお持
ちの方で、所得要件により、医療費月額負担上限がある。なお、平成２０
年４月の制度改正により、一定以上所得者は、対象外としている。

　本年度の特別医療費（重度心身等）の給付状況は、身体障害者の医療
給付費が増加しており、補正予算を計上し、対応するもの。

民生費 社会福祉費 医療助成費 7,407 3,703

事業の概要と必要性 補正の理由 補正額の特定財源の内訳 節

医療費補助金
3,704

区分 金額

根拠法令



(単位：千円）
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(単位：千円）

3 1 9

11
12
13

鳥取県特別医療費助成条例、米子市特別医療費の助成に関する条例

鳥取県特別医療費助成条例根拠法令

　子育て支援策の一環として、子どもを持つ親の経済的な負担軽減を図
ることを目的に、県と市町村が協調し実施している特別医療費助成制度
（小児）の年齢拡充のための条例案が鳥取県議会９月定例会において可
決され、それに伴い県内他市町村とともに準備作業を行うもの。
制度開始時期　平成２３年４月１日　　　　対象者　約２４，０００人

役務費 2,100
委託料 290

金額 区分 金額
需用費 528

医療助成費

　特別医療費助成制度改正（小児）に伴い、事務作業を円滑に進めるた
めの事務経費を予算計上し、対応するものです。

財源 財源名

特別医療費制度改正事業 保険年金課 民生費 社会福祉費 2,918

事業の概要と必要性 補正の理由 補正額の特定財源の内訳 節

一般財源
国庫支出金 県支出金 地方債 その他

2,918 2,918

事業名 所管課 款名称 項名称 目名称 補正前 補正額 計
補正額の財源内訳

特定財源

補正前 補正額 計
補正額の財源内訳

特定財源
一般財源

国庫支出金

民生費 社会福祉費 321,256 6,233医療助成費

事業名 所管課 款名称 項名称 目名称
県支出金

3,117

節

3,116

地方債 その他

327,489

医療費補助金

財源 財源名
県

補正の理由 補正額の特定財源の内訳
区分 金額

3,116 扶助費 6,233
　本年度の特別医療費（特定疾病、ひとり親、小児）の給付状況は、小児
の医療給付費が増加しており補正予算を計上し、対応するもの。

金額

根拠法令

事業の概要と必要性

　特定疾病、ひとり親家庭、小児の者に医療費助成をすることで対象者
の健康保持及び生活の安定を図り、もってその福祉の向上に資すること
を目的として支援を行っている。
【対象者】
特定疾病　：　慢性腎疾患、ぜんそく、慢性心疾患等の疾病で２０歳未満
の方　　　　　　　　　　　　　　　ひとり親家庭　：　配偶者のいない女子又は
男子で、１８歳に達した年度末までの児童を扶養し、かつ所得税を課され
ていない方とそのお子さん　　　　　　　　　　　　　　　　　　小児　：　０歳から
小学校就学の始期に達する間にある方

医療助成（特定疾病、ひとり親、小
児）

保険年金課



(単位：千円）
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　児童福祉総務費人件費

根拠法令

　後期高齢者医療制度は、鳥取県後期高齢者医療広域連合が運営主体
となって行うこととなっているが、市町村が担当する事務に係る経費とし
て一般会計において負担し、後期高齢者医療特別会計に繰り出すもの。

根拠法令

　給与改定等による実績減

職員手当等 △ 2,788
共済費 1,849

区分 金額
給料 △ 3,167

財源 財源名 金額

△ 4,106

事業の概要と必要性 補正の理由 補正額の特定財源の内訳 節

児童福祉総務費 176,472 △ 4,106 172,366児童福祉総務費人件費 こども未来課 民生費 児童福祉費

補正額の財源内訳
特定財源

一般財源
国庫支出金 県支出金 地方債 その他

事業名 所管課 款名称 項名称 目名称 補正前 補正額 計

金額 区分 金額
繰出金 784

　人件費のうち社会保険料率の引き上げによる事業主負担分の増加及び
時間外勤務手当の不足によるもの。

財源 財源名

784

事業の概要と必要性 補正の理由 補正額の特定財源の内訳 節

後期高齢者医療費 32,151 784 32,935
後期高齢者医療特別会計繰出金
（事務費）

保険年金課 民生費 社会福祉費

補正額の財源内訳
特定財源

一般財源
国庫支出金 県支出金 地方債 その他

事業名 所管課 款名称 項名称 目名称 補正前 補正額 計



(単位：千円）
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安心子育て支援サービス体制緊急整備事
業費補助金

負担金補助
及び交付金

根拠法令

事業の概要と必要性

児童措置費人件費 こども未来課 民生費

　児童措置費人件費

事業名 所管課 款名称 項名称 目名称 計
補正額の財源内訳

特定財源
一般財源

国庫支出金 県支出金 地方債 その他

児童福祉総務費 9,823 9,823

補正前 補正額

民生費 児童福祉費

財源 財源名
県

事業の概要と必要性 補正の理由 補正額の特定財源の内訳 節

9,823
地域子育て支援環境整備事業（保
育所）

こども未来課

金額
9,823 備品購入費 7,536

2,287

　 地域における子育て力の向上を図り、きめ細やかな子育て支援活動を
促進することを目的として、保育所（園）が園の開放日等に行う地域子育
て支援活動に必要な備品等を購入する。
　また、私立保育園については、その備品等の購入に対して助成する。

　平成２２年度鳥取県安心こども基金特別対策事業の新規事業として「保
育所（園）・幼稚園地域子育て支援環境整備事業」が実施されることが１０
月に決定したため。

金額 区分

事業名 所管課 款名称 項名称 目名称 補正前 補正額 計
補正額の財源内訳

△ 2,288 △ 2,288

特定財源
一般財源

国庫支出金 県支出金 地方債 その他

補正の理由 補正額の特定財源の内訳 節

675,635児童福祉費 児童措置費 677,923

　給与改定等による実績減 財源 財源名 金額 区分 金額
給料 △ 3,278
職員手当等 △ 7,112
共済費 8,102

根拠法令



(単位：千円）
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(単位：千円）

3 2 3

13
19

低年齢児受入保育所保育士特別配置事
業費補助金

負担金補助
及び交付金

負担金補助
及び交付金

所管課

根拠法令

米子市民間認可保育所運営費補助金交付要綱

事業名 款名称 補正前 補正額 計
補正額の財源内訳

特定財源
一般財源

国庫支出金 県支出金 地方債 その他

172,995 22,667 195,662私立・特別保育事業 こども未来課 民生費 児童福祉費

項名称 目名称

△ 2,074

事業の概要と必要性 補正の理由 補正額の特定財源の内訳 節

△ 52,521 77,262児童措置費

　私立保育所が実施する各種特別保育事業の補助基準額の見直しや、
実施見込みの増減に伴い、補正するもの。

・Ｈ２３年２月に新規開設予定のよどえババール園が延長保育実施のた
め。
・一時預かりの実施見込みの増
・延長保育促進事業の補助金額の見直し
・休日保育の実施見込みの増
・障がい児・重度障がい児保育の補助金額の見直し
・乳児保育促進事業の実施見込みの減
・低年齢児受入保育所保育士特別配置事業の実施見込みの増

財源 財源名
国庫

次世代育成支援対策交付金
県

金額 区分 金額
△ 52,521 22,667

2,296

県 474
保育サービス多様化促進事業費補助金

保育対策等促進事業費補助金
県 74,514

事業名 所管課 款名称 項名称 目名称 補正前 補正額 計
補正額の財源内訳

特定財源
一般財源

国庫支出金 県支出金 地方債 その他

2,094,601 45,064 2,139,665保育所措置事業（私立） こども未来課 民生費 児童福祉費 9,490

事業の概要と必要性 補正の理由 補正額の特定財源の内訳 節

15,627 7,813 12,134児童措置費

　社会医療法人仁厚会が平成２３年２月に認可保育所よどえババール園
を開設することに伴い、当該保育所の運営の安定を図り、児童の健全育
成に資するため、保育所運営費（委託料）と民間認可保育所運営費補助
金を交付する。

財源 財源名
分担金

保育所運営費負担金
国庫

金額 区分 金額
13,609 委託料 44,864

200
15,627

県 7,813
児童措置費負担金

児童措置費負担金

根拠法令

　児童の心身の健やかな育成を確保し児童福祉の向上を図るとともに、
保育所の運営の安定を図るため、市内私立保育所に対し、保育所運営
費（委託料）と民間認可保育所運営費補助金を交付する。



(単位：千円）

3 2 4

2
3
4

(単位：千円）
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生活保護総務費人件費 福祉課 民生費

　生活保護総務費人件費

事業の概要と必要性

事業名 所管課 款名称 項名称 目名称 補正前 補正額 計
補正額の財源内訳

特定財源
一般財源

国庫支出金 県支出金 地方債 その他

57,157 2,145 59,302児童福祉施設費人件費 こども未来課 民生費 児童福祉費 2,145

事業の概要と必要性 補正の理由 補正額の特定財源の内訳 節

児童福祉施設費

　児童福祉施設費人件費 　給与改定等による実績増 財源 財源名 金額 区分 金額
給料 1,067
職員手当等 100
共済費 978

根拠法令

事業名 所管課 款名称 項名称 目名称 補正前 補正額 計
補正額の財源内訳

7,273 7,273

特定財源
一般財源

国庫支出金 県支出金 地方債 その他

補正の理由 補正額の特定財源の内訳 節

145,333生活保護費 生活保護総務費 138,060

　給与改定等による実績増 財源 財源名 金額 区分 金額
給料 3,964
職員手当等 192
共済費 3,117

根拠法令



(単位：千円）
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(単位：千円）
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生活保護法

事業名

　保健衛生総務費人件費

補正額の財源内訳
特定財源

一般財源
国庫支出金 県支出金 地方債 その他

2,868,087生活保護扶助費 福祉課 民生費 生活保護費

補正前 補正額 計所管課 款名称

生活保護費負担金

項名称 目名称

82,939

事業の概要と必要性 補正の理由 補正額の特定財源の内訳 節

248,816扶助費

財源 財源名
国庫

2,536,332 331,755

金額 区分 金額
248,816 扶助費 331,755

根拠法令

事業名 所管課 款名称 項名称 目名称 補正前 補正額 計
補正額の財源内訳

特定財源
一般財源

国庫支出金 県支出金 地方債 その他

882 165,891保健衛生総務費人件費 健康対策課 衛生費 保健衛生費

事業の概要と必要性 補正の理由 補正額の特定財源の内訳 節

保健衛生総務費 165,009 882

金額 区分 金額
給料 549
職員手当等 △ 1,985
共済費 2,318

根拠法令

　給与改定等による実績増 財源 財源名

・事業の概要
　国が定める生活保護基準により、扶助費を支給する。

・事業の効果
　生活困窮者に対し、生活保護法に基づく保護を適用することによって、
　最低生活の保障と自立助長が図られる。

・補正の理由
生活保護受給者の増加にともない、当初予算の枠では対応できない
ため。

・補正の内訳
生活扶助費：  ８８，４５１，４７０
住宅扶助費：  ２５，８８０，２９８
教育扶助費：  １，７４２，７５４
介護扶助費： △６，１８２，７９８
医療扶助費：２２３，６０４，７０４
出産扶助費：     △３００，０００
生業扶助費： 　 ３，８３１，２６７
葬祭扶助費：　 　△５４４，５４９
施設事務費： △４，７２８，８０９



(単位：千円）

4 1 1

13

(単位：千円）

4 1 1

13

根拠法令

妊婦健康診査事業

事業の概要と必要性

健康対策課 衛生費

母子保健法第１２条、１３条、発達障害者支援法第５条

事業名 所管課 款名称 項名称 目名称 補正前 補正額 計
補正額の財源内訳

特定財源
一般財源

国庫支出金 県支出金 地方債 その他

29,306 892 30,198乳幼児健康診査事業 健康対策課 衛生費 保健衛生費 892

事業の概要と必要性 補正の理由 補正額の特定財源の内訳 節

保健衛生総務費

（１）事業概要
　　乳幼児に対する総合的な健康診査の実施

（２）事業の必要性
　　乳幼児の身体発育・精神発達の状態を把握するとともに、障がいの早
期発見と養育支援、育児に関する相談及び指導・助言を行うことで育児
負担の軽減を図るため、乳幼児に対する総合的な健康診査が必要であ
る。

健康診査委託料
　平成２２年度実績見込増のため
　
　　　２２年度見込額　　　　　１５，５９８千円
　　　２２年度当初予算額　　１４，７０６千円
　
　　差引８９２千円の増

財源 財源名 金額 区分 金額
共済費 892

事業名 所管課 款名称 項名称 目名称
国庫支出金 県支出金 地方債 その他

114,001 2,397

補正前 補正額 計
補正額の財源内訳

特定財源
一般財源

補正の理由 補正額の特定財源の内訳 節

116,398 834保健衛生費 保健衛生総務費 1,563

（１）事業概要
　　妊婦に対する健康診査の実施

（２）事業の必要性
　　母体や胎児の健康の保持・増進を図るためには、産婦人科診療ガイ
ドラインに基づく健康診査の実施が必要である。

健康診査委託料
　①妊婦健診の8回目の検査において、ＨＴＬＶ-１検査が追加されたため
　　　ＨＴＬＶ-１抗体検査委託料単価　　　２，４２０円
　　　ＨＴＬＶ-１抗体検査実施者見込　　　約６００人
　　　　　　＠２，４２０円×６００人＝１，４５２千円

　②平成２２年度実績見込増のため
　　　　平成２２年度実績見込額　　１１０，９６１千円
　　　　平成２２年度当初予算額　　１１０，０１６千円
　　　　１１０，９６１-１１０，０１６=９４５千円
　
　①＋②　２，３９７千円

財源 財源名
県

妊婦健康診査事業費補助金

金額 区分 金額
834 委託料 2,397

根拠法令 母子保健法第１３条



(単位：千円）
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役務費
需用費

使用料及び
賃借料

新型インフルエンザワクチン接種助成費
臨時補助金

予防接種法第3条

（１）事業概要
　　乳幼児に対する各種予防接種の実施
　　中学１年生及び高校３年生に対する麻しん風しん混合ワクチン接種
の実施

（２）事業の必要性
　　集団に感染する恐れのある疾病の発生及びまん延を防止するため
に、乳幼児等への予防接種の実施が必要である。

事業名 所管課 款名称

根拠法令

（１）事業概要
　　新型インフルエンザワクチン接種を行った生活保護世帯及び非課税
世帯の者に対して、接種費用の全額又は一部を助成金として支給する事
業

（２）事業の必要性
　新型インフルエンザのまん延を防止するとともに、新型インフルエンザ
に感染した者の死亡又は重症化を防ぐために、低所得者に接種費用の
助成を行うことで新型インフルエンザワクチンの接種を受ける者の拡大を
図ることが必要である。

27,330負担金補助
及び交付金

77

金額 区分 金額
県 20,497 493

600

１補正理由
　今年度の新型インフルエンザについては１０月１日から国が事業を開始
しましたが、最終的に実施要綱等が決定されたのが９月末であり、それま
では事業の内容等が明確でない部分が多く、９月補正での予算計上が困
難であったため、１２月補正で計上。ただし、すでに国の事業は開始されイ
ンフルエンザの流行やまん延防止の観点からこの助成事業も緊急で実施
する必要があり、今年度のインフルエンザワクチンは季節性と新型の両方
の性格を併せもつことから、当面の間は高齢者インフルエンザ事業の予
算内で対応。

２事業計画
　＜接種費用＞　１回接種…３，６００円
　　　　　　　　　　　２回接種…６，１５０円（一部７，２００円）
　＜助成金額＞　生活保護世帯の方…接種費用の全額
　　　　　　　　　　　非課税世帯の方…接種費用から５００円を控除した額
　＜助成見込者数＞
　　　　　　　　　　　１～１２歳（２回接種）　　約１，３００人
　　　　　　　　　　　１３～６４歳　　　　　　　　約３，１００人
　　　　　　　　　　　６５歳以上　　　　　　 　　約６，５００人

財源 財源名

8,003

事業の概要と必要性 補正の理由 補正額の特定財源の内訳 節

20,497予防費 28,500 28,500
新型インフルエンザワクチン接種助
成事業

健康対策課 衛生費 保健衛生費

補正額の財源内訳
特定財源

一般財源
国庫支出金 県支出金 地方債 その他

事業名 所管課 款名称 項名称 目名称 補正前 補正額 計

根拠法令

予防接種委託料
　平成２２年度実績見込増のため
　　　平成２２年度実績見込額　　　１４５，０１９千円
　　　平成２２年度当初予算額　　　１３０，０００千円
　　　　差引１５，０１９千円の増

金額 区分 金額
委託料 15,019

財源 財源名

15,019

事業の概要と必要性 補正の理由 補正額の特定財源の内訳 節

予防費 135,085 15,019 150,104予防接種事業 健康対策課 衛生費 保健衛生費

補正額の財源内訳
特定財源

一般財源
国庫支出金 県支出金 地方債 その他

項名称 目名称 補正前 補正額 計



(単位：千円）
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　清掃総務費人件費

事業名 所管課 款名称

事業名 所管課

補正前 補正額 計
補正額の財源内訳

特定財源
一般財源

国庫支出金 県支出金 地方債 その他

56,720 △ 7,025 49,695農業委員会事務局人件費 農業委員会事務局 農林水産業費 農業費

項名称 目名称

△ 7,025

事業の概要と必要性 補正の理由 補正額の特定財源の内訳 節

農業委員会費

　農業委員会事務局人件費 　給与改定等による実績減 財源 財源名 金額 区分 金額
給料 △ 4,568
職員手当等 △ 1,645
共済費 △ 812

根拠法令

根拠法令

　給与改定等による実績増

職員手当等 △ 1,487
共済費 1,843

区分 金額
給料 72

財源 財源名 金額

428

事業の概要と必要性 補正の理由 補正額の特定財源の内訳 節

清掃総務費 108,567 428 108,995清掃総務費人件費 環境事業課 衛生費 清掃費

補正額の財源内訳
特定財源

一般財源
国庫支出金 県支出金 地方債 その他

款名称 項名称 目名称 補正前 補正額 計



(単位：千円）
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根拠法令

職員手当等 △ 1,703
共済費 △ 641

区分 金額
給料 △ 2,249

△ 4,593

事業の概要と必要性 補正の理由 補正額の特定財源の内訳 節

　林業総務費人件費 　給与改定等による実績減 財源 財源名 金額

△ 4,593 10,469林業総務費人件費 農林課 農林水産業費 林業費 林業総務費 15,062

特定財源
一般財源

国庫支出金 県支出金 地方債 その他
事業名 所管課 款名称 項名称 目名称 補正前 補正額 計

補正額の財源内訳

事業名 所管課 款名称 項名称 目名称 補正前 補正額 計
補正額の財源内訳

特定財源
一般財源

国庫支出金 県支出金 地方債 その他

188,410 10,453 198,863農業総務費人件費 農林課 農林水産業費 農業費 10,453

事業の概要と必要性 補正の理由 補正額の特定財源の内訳 節

農業総務費

　農業総務費人件費 　給与改定等による実績増 財源 財源名 金額 区分 金額
給料 6,489
職員手当等 △ 855
共済費 4,819

根拠法令



(単位：千円）

6 2 2
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(単位：千円）
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負担金補助
及び交付金

根拠法令

職員手当等 △ 267
共済費 335

区分 金額
給料 △ 2

66

事業の概要と必要性 補正の理由 補正額の特定財源の内訳 節

　水産業総務費人件費 　給与改定等による実績増 財源 財源名 金額

66 25,413水産業総務費人件費 水産振興室 農林水産業費 水産業費 水産業総務費 25,347

特定財源
一般財源

国庫支出金 県支出金 地方債 その他
事業名 所管課 款名称 項名称 目名称 補正前 補正額 計

補正額の財源内訳

根拠法令 烏取県緑の産業再生プロジェクト事業補助金交付要綱

緑の産業再生プロジェクト事業費補助金

区分 金額
県 11,500 11,500

事業の概要と必要性 補正の理由 補正額の特定財源の内訳 節

【事業の概要】
　林業・木材産業・建築関係者などで構成されている鳥取県緑の産業再
生プロジェクト協議会が策定した事業計画に基づき行われる高性能林業
機械の導入、木材加工施設整備、木造公共施設整備、間伐、路網整備、
森林境界の明確化などの事業を支援する。
【事業の必要性】
　森林・林業産業の活性化、森林整備、林業労働者支援、県産材の利用
促進など、森林や木を取り巻く一連の流れを活性化するために必要であ
る。

　「新成長戦略実現に向けた３段構えの経済対策」（平成２２年９月１０日
閣議決定）に基づき、平成２２年度経済危機対応・地域活性化予備費が、
鳥取県緑の産業再生プロジェクト事業に充当され、これに対し事業主体よ
り木材加工流通施設整備の要望があがったため。
　今回の１２月補正予算による木材加工流通施設整備の内容は、木材乾
燥機の購入・設置であり、入札後、基礎工事・電気工事を２月中に行い、３
月上旬までに設置を行う計画となる。木材乾燥機の導入により、近年増え
つつある乾燥材の需要に応えるとともに、県産材の流通、木造住宅市場
及び林業・木材産業の活性化が期待できる。

財源 財源名 金額

11,500 125,000 11,500緑の産業再生プロジェクト事業 農林課 農林水産業費 林業費 林業振興費 113,500

特定財源
一般財源

国庫支出金 県支出金 地方債 その他
事業名 所管課 款名称 項名称 目名称 補正前 補正額 計

補正額の財源内訳



(単位：千円）
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9
11
12
13
14

15

使用料及び
賃借料

根拠法令 　漁港漁場整備法等　関係法令

工事請負費 △ 39,500

漁港整備事業 委託料 △ 500
△ 4,144

水産基盤整備事業費等補助金 需用費 △ 269
地方債 △ 22,500 役務費 △ 20

区分 金額
県 △ 22,500 旅費 △ 129

438

事業の概要と必要性 補正の理由 補正額の特定財源の内訳 節

概要
水産物の安定供給と漁業地域の活性化を目的として年次的に漁港の整
備を行う。

必要性
漁港の開口部における船舶の出入港時の波浪、堆砂への対策を行う必
要があり、特に、港内の浚渫費用の縮減が期待できるため。

　実施設計の結果、事業費が当初の見込みを下回ったため。 財源 財源名 金額

△ 44,562 65,438 △ 22,500 △ 22,500皆生漁港整備事業 水産振興室 農林水産業費 水産業費 漁港建設費 110,000

特定財源
一般財源

国庫支出金 県支出金 地方債 その他
事業名 所管課 款名称 項名称 目名称 補正前 補正額 計

補正額の財源内訳

根拠法令 漁港漁場整備法

区分 金額
工事請負費 6,000

6,000

事業の概要と必要性 補正の理由 補正額の特定財源の内訳 節

概要
皆生漁港の開口部及び航路部分の水深を確保するため、必要な浚渫を
実施する。

必要性
船舶航行に必要な水深を維持し、船舶航行の安全性を確保するため。

　９月後半の強風による堆砂等の影響で、当初の浚渫見込量を上回るこ
とが確実となったため。

財源 財源名 金額

6,000 24,200航路浚渫事業 水産振興室 農林水産業費 水産業費 漁港管理費 18,200

特定財源
一般財源

国庫支出金 県支出金 地方債 その他
事業名 所管課 款名称 項名称 目名称 補正前 補正額 計

補正額の財源内訳



(単位：千円）

7 1 1

2
3
4

(単位：千円）

7 1 3

19 負担金補助
及び交付金

区分 金額

特定財源
一般財源

国庫支出金

根拠法令

　笑い通り協議会が取り組んでいる旧加茂川周辺の河童を活用した街づ
くりに賛同し、(株)水木プロダクションから、米子市に対し「河童の三平」像
の設置費用として１００万円の寄付があり、河童像の設置に協力した米子
市観光協会を通じ補助金として交付するため。

財源 財源名 金額
1,000

1,000

事業の概要と必要性 補正の理由 補正額の特定財源の内訳 節

　各種イベントの開催や観光ＰＲ、関係団体や民間企業とタイアップした
観光客誘致宣伝などに取り組んでいる米子市観光協会へ活動運営費を
助成することにより、本市の観光振興を推進する。

1,000 26,384観光協会助成事業 観光課 商工費 商工費 観光費 25,384

地方債 その他
事業名 所管課 款名称 項名称 目名称 補正前 補正額 計

補正額の財源内訳

根拠法令

県支出金

職員手当等 △ 1,795
共済費 1,657

区分 金額
給料 △ 1,187

△ 1,325

事業の概要と必要性 補正の理由 補正額の特定財源の内訳 節

　商工総務費人件費 　給与改定等による実績減 財源 財源名 金額

△ 1,325 152,587商工総務費人件費 商工課 商工費 商工費 商工総務費 153,912

特定財源
一般財源

国庫支出金 県支出金 地方債 その他
事業名 所管課 款名称 項名称 目名称 補正前 補正額 計

補正額の財源内訳



(単位：千円）

7 1 3

19

(単位：千円）

8 1 1

2
3
4

根拠法令

職員手当等 2,401
共済費 5,991

区分 金額
給料 11,431

19,823

事業の概要と必要性 補正の理由 補正額の特定財源の内訳 節

　土木総務費人件費 　給与改定等による実績増 財源 財源名 金額

19,823 171,725土木総務費人件費 維持管理課 土木費 土木管理費 土木総務費 151,902

特定財源
一般財源

国庫支出金 県支出金 地方債 その他
事業名 所管課 款名称 項名称 目名称 補正前 補正額 計

補正額の財源内訳

根拠法令

負担金補助
及び交付金

区分 金額
550

550

事業の概要と必要性 補正の理由 補正額の特定財源の内訳 節

　米子コンベンションセンター　国際会議場の指定管理制による管理運営
と、大会等の誘致活動を行う(財)とっとりコンベンションビューローへの運
営費、鳥取県と協調しコンベンションビューローを通じて主催者に対し開
催支援補助金を交付することで、同センターへの大会、学会等の開催誘
致を推進し、参加者の宿泊、飲食、観光、土産物等の経済効果により地
域経済の活性化を図る。

　開催支援補助金について、当初の想定よりも件数、参加者数（のべ宿泊
数）が増加したため。
　当初予算額　１８件　３，５５０千円　（７，１００千円×１／２）
　交付見込額　２０件　４，１００千円　（８，２００千円×１／２）
　（負担割合　米子市　１／２　・　鳥取県　１／２）

財源 財源名 金額

550 161,593コンベンション関連経費 観光課 商工費 商工費 観光費 161,043

特定財源
一般財源

国庫支出金 県支出金 地方債 その他
事業名 所管課 款名称 項名称 目名称 補正前 補正額 計

補正額の財源内訳



(単位：千円）

8 2 1

2
3
4

(単位：千円）

8 2 6

13

根拠法令

区分 金額
委託料 1,500

1,500

事業の概要と必要性 補正の理由 補正額の特定財源の内訳 節

　この道路は市道和田小学校線を起点として、県道大篠津停車場線を終
点とする和田町と大篠津町の集落群を結ぶ重要な生活道路である。地
元からの早期完成を望む声も高く、全線開通へ向けて早期完成を図る。

　平成２２年度に測量を行い、平成23年度の完成を目指すため。 財源 財源名 金額

1,500 1,500下和田東１号線改良事業 土木課 土木費 道路橋りょう費 基地周辺整備事業費

特定財源
一般財源

国庫支出金 県支出金 地方債 その他
事業名 所管課 款名称 項名称 目名称 補正前 補正額 計

補正額の財源内訳

根拠法令

職員手当等 1,274
共済費 1,232

区分 金額
給料 161

2,667

事業の概要と必要性 補正の理由 補正額の特定財源の内訳 節

　道路橋りょう総務費人件費 　給与改定等による実績増 財源 財源名 金額

2,667 87,000道路橋りょう総務費人件費 維持管理課 土木費 道路橋りょう費 道路橋りょう総務費 84,333

特定財源
一般財源

国庫支出金 県支出金 地方債 その他
事業名 所管課 款名称 項名称 目名称 補正前 補正額 計

補正額の財源内訳



(単位：千円）

8 3 1

2
3
4

(単位：千円）

8 4 1

2
3
4

根拠法令

職員手当等 △ 13,344
共済費 △ 4,599

区分 金額
給料 △ 20,639

△ 38,582

事業の概要と必要性 補正の理由 補正額の特定財源の内訳 節

　都市計画総務費人件費 　給与改定等による実績減 財源 財源名 金額

△ 38,582 166,721都市計画総務費人件費 都市計画課 土木費 都市計画費 都市計画総務費 205,303

特定財源
一般財源

国庫支出金 県支出金 地方債 その他
事業名 所管課 款名称 項名称 目名称 補正前 補正額 計

補正額の財源内訳

根拠法令

職員手当等 △ 695
共済費 719

区分 金額
給料 1,211

1,235

事業の概要と必要性 補正の理由 補正額の特定財源の内訳 節

　排水路総務費人件費 　給与改定等による実績増 財源 財源名 金額

1,235 33,335排水路総務費人件費 土木課 土木費 河川排水路費 排水路総務費 32,100

特定財源
一般財源

国庫支出金 県支出金 地方債 その他
事業名 所管課 款名称 項名称 目名称 補正前 補正額 計

補正額の財源内訳



(単位：千円）

8 4 4

2
3
4

(単位：千円）

8 5 1

2
3
4

根拠法令

職員手当等 △ 571
共済費 △ 47

区分 金額
給料 △ 2,131

△ 2,749

事業の概要と必要性 補正の理由 補正額の特定財源の内訳 節

　住宅管理費人件費 　給与改定等による実績減 財源 財源名 金額

△ 2,749 41,110住宅管理費人件費 建築住宅課 土木費 住宅費 住宅管理費 43,859

特定財源
一般財源

国庫支出金 県支出金 地方債 その他
事業名 所管課 款名称 項名称 目名称 補正前 補正額 計

補正額の財源内訳

根拠法令

職員手当等 1,563
共済費 2,780

区分 金額
給料 4,927

9,270

事業の概要と必要性 補正の理由 補正額の特定財源の内訳 節

　建築指導費人件費 　給与改定等による実績増 財源 財源名 金額

9,270 90,500建築指導費人件費 建築指導課 土木費 都市計画費 建築指導費 81,230

特定財源
一般財源

国庫支出金 県支出金 地方債 その他
事業名 所管課 款名称 項名称 目名称 補正前 補正額 計

補正額の財源内訳



(単位：千円）

10 1 2

2
3
4

(単位：千円）

10 1 2

3
4

根拠法令

共済費 180

区分 金額
職員手当等 △ 130

50

事業の概要と必要性 補正の理由 補正額の特定財源の内訳 節

　教育長人件費 　給与改定等による実績増 財源 財源名 金額

50 12,256教育長人件費 教育総務課 教育費 教育総務費 事務局費 12,206

特定財源
一般財源

国庫支出金 県支出金 地方債 その他
事業名 所管課 款名称 項名称 目名称 補正前 補正額 計

補正額の財源内訳

根拠法令

職員手当等 △ 1,087
共済費 2,791

区分 金額
給料 2,527

4,231

事業の概要と必要性 補正の理由 補正額の特定財源の内訳 節

　事務局人件費 　給与改定等による実績増 財源 財源名 金額

4,231 157,610事務局人件費 教育総務課 教育費 教育総務費 事務局費 153,379

特定財源
一般財源

国庫支出金 県支出金 地方債 その他
事業名 所管課 款名称 項名称 目名称 補正前 補正額 計

補正額の財源内訳



(単位：千円）

10 1 3

19

(単位：千円）

10 1 3

19

根拠法令

安心子育て支援サービス体制緊急整備事
業費補助金

負担金補助
及び交付金

区分 金額
県 4,035 4,035

事業の概要と必要性 補正の理由 補正額の特定財源の内訳 節

　地域における子育て力の向上を図り、きめ細やかな子育て支援活動を
促進することを目的として、幼稚園が園の開放日等に行う地域子育て支
援活動に必要な備品等を購入する。

　平成２２年度鳥取県安心こども基金特別対策事業の新規事業として実
施されることが１０月に決定したため。

財源 財源名 金額

4,035 4,035 4,035
地域子育て支援環境整備事業（幼
稚園）

こども未来課 教育費 教育総務費 私立学校振興費

特定財源
一般財源

国庫支出金 県支出金 地方債 その他
事業名 所管課 款名称 項名称 目名称 補正前 補正額 計

補正額の財源内訳

根拠法令

私立幼稚園就園奨励費補助金
負担金補助
及び交付金

区分 金額
国庫 816 3,500

2,684

事業の概要と必要性 補正の理由 補正額の特定財源の内訳 節

　幼稚園に在園している園児の保護者に対して、市民税額の納付額に応
じて一部保育料を助成するもので、幼児教育の機会均等を図るため、所
得状況に応じた保護者の経済的負担の軽減を図る必要がある。

　補助金の高額対象者の割合が、予定よりも高かったため。

　　　　　　　　　　　　　　　　　当初見込み　　実績見込み
　市民税非課税及び
　市民税所得割非課税　　　　１４２人　　　　　１５０人

　市民税所得割課税額
　３４，５００円以下　　　　　　　１９４人　　　　　２２０人

　市民税所得割課税額
　１３８，３００円以下　　　　　　７４３人　　　　　７１０人
　

財源 財源名 金額

3,500 85,000 816私立幼稚園就園奨励費助成事業 こども未来課 教育費 教育総務費 私立学校振興費 81,500

特定財源
一般財源

国庫支出金 県支出金 地方債 その他
事業名 所管課 款名称 項名称 目名称 補正前 補正額 計

補正額の財源内訳



(単位：千円）

10 2 1

15

(単位：千円）

10 5 1

2
3
4

根拠法令

職員手当等 △ 4,263
共済費 1,565

区分 金額
給料 △ 2,281

△ 4,979

事業の概要と必要性 補正の理由 補正額の特定財源の内訳 節

　社会教育総務費人件費 　給与改定等による実績減 財源 財源名 金額

△ 4,979 188,271社会教育総務費人件費 生涯学習課 教育費 社会教育費 社会教育総務費 193,250

特定財源
一般財源

国庫支出金 県支出金 地方債 その他
事業名 所管課 款名称 項名称 目名称 補正前 補正額 計

補正額の財源内訳

根拠法令 学校教育法

区分 金額
工事請負費 3,435

3,435

事業の概要と必要性 補正の理由 補正額の特定財源の内訳 節

（１）事業の概要
　　小学校施設の維持管理及び教育環境に必要な修繕・改修工事を行
う。
　　・福米西小学校屋内運動場屋根一部改修工事
　　・特別支援学級等改修工事

（２）事業の必要性
　　小学校施設の維持管理及び教育環境に必要な修繕・改修工事を行な
うことにより、施設の安全確保及び教育環境を維持する。

（１）補正の理由
　　小学校施設の維持管理に必要な修繕・改修工事については、予算の
範囲内で計画的に実施しているが、当初予定していなかった学校施設の
雨漏り及び特別支援学級対応等の緊急的なものが発生したため、実施す
るもの。

（２）計画効果
　　事業を行うことにより、施設の安全;確保及び教育環境の改善が図られ
る。

財源 財源名 金額

3,435 34,696小学校施設維持管理費 教育総務課 教育費 小学校費 学校管理費 31,261

特定財源
一般財源

国庫支出金 県支出金 地方債 その他
事業名 所管課 款名称 項名称 目名称 補正前 補正額 計

補正額の財源内訳



(単位：千円）

10 5 3

9
12
13

(単位：千円）

10 5 7

13

根拠法令

区分 金額
委託料 △ 10,027

△ 10,027

事業の概要と必要性 補正の理由 補正額の特定財源の内訳 節

　・事業の概要
　　「新市まちづくり計画」（Ｈ１６．９月制定）の中の重点プロジェクト（伯耆
の国よなご文化創造計画）で取り上げられた事業である。

　・事業の必要性
　昭和58年に開館した米子市美術館は、山陰地方で初めての公立美術
館であるが、施設の老朽化やニーズの多様化など、環境は大きく変化し
ている。これらの状況に対応するため基本設計を行い、築25年を迎えた
美術館の整備を行う必要がある。

　・減額の理由
　耐震補強基本設計を行うこととしていたが、工期が取れず、年度内での
完成が見込めないため。

財源 財源名 金額

△ 10,027美術館整備事業 文化課 教育費 社会教育費 美術館費 10,027

特定財源
一般財源

国庫支出金 県支出金 地方債 その他
事業名 所管課 款名称 項名称 目名称 補正前 補正額 計

補正額の財源内訳

根拠法令

役務費 △ 200
委託料 △ 18,660

区分 金額
旅費

△ 18,860

事業の概要と必要性 補正の理由 補正額の特定財源の内訳 節

　市立図書館の建物は、建築されてから約３０年が経過しており、老朽
化・狭隘化が進み、バリアフリーの視点にも対応できなくなっている。
　情報拠点としての図書館機能を充実させるため、施設の整備・拡充が
必要である。

　図書館整備に係る増改築工事の基本設計を行うこととしていたが、工期
が取れず、年度内完成が見込めないため。

財源 財源名 金額

△ 18,860 2,295図書館整備事業 生涯学習課 教育費 社会教育費 図書館費 21,155

特定財源
一般財源

国庫支出金 県支出金 地方債 その他
事業名 所管課 款名称 項名称 目名称 補正前 補正額 計

補正額の財源内訳



(単位：千円）
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(単位：千円）

10 6 2

24

根拠法令

投資及び出
資金

区分 金額
10,000

10,000

事業の概要と必要性 補正の理由 補正額の特定財源の内訳 節

①事業の概要
　株式会社ＳＣ鳥取の運営する「ガイナーレ鳥取」のＪ２昇格条件の一つ
である長期的財政基盤の強化のために１０，０００千円の出資を行うも
の。
②事業の必要性
　「ガイナーレ鳥取」の基本理念「ホームタウンに根ざし、ホームタウンと
共に成長する」は公益性の高いものであり、あわせて全県的な賑わいの
創出、地元スポーツの振興、全国的な情報発信等の多様な波及効果を
期待できるため。

①補正の理由
　ＳＣ鳥取の決算期である１月に、Ｊ２昇格条件である財務基盤の強化が
見込めるかの判断がなされるため、これに間に合うよう出資する必要が
あるため。
②事業計画
　発行価額５０千円の普通株式を２００株出資する。
③計画効果
　ＳＣ鳥取の財務基盤を強化することによりガイナーレ鳥取のＪ２への昇
格を実現し、もって全県的一体感、賑わい創出、全国への情報発信、イ
メージアップ、スポーツ振興等の多様な波及効果を本市にもたらすこと
ができる。

財源 財源名 金額

10,000 10,000株式会社ＳＣ鳥取出資金 体育課 教育費 保健体育費 体育振興費

特定財源
一般財源

国庫支出金 県支出金 地方債 その他
事業名 所管課 款名称 項名称 目名称 補正前 補正額 計

補正額の財源内訳

根拠法令

職員手当等 3,133
共済費 3,260

区分 金額
給料 7,778

14,171

事業の概要と必要性 補正の理由 補正額の特定財源の内訳 節

　保健体育総務費人件費 　給与改定等による実績増 財源 財源名 金額

14,171 62,692保健体育総務費人件費 体育課 教育費 保健体育費 保健体育総務費 48,521

特定財源
一般財源

国庫支出金 県支出金 地方債 その他
事業名 所管課 款名称 項名称 目名称 補正前 補正額 計

補正額の財源内訳



(単位：千円）
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根拠法令

職員手当等 △ 140
共済費 522

区分 金額
給料 289

671

事業の概要と必要性 補正の理由 補正額の特定財源の内訳 節

　給食施設費人件費 　給与改定等による実績増 財源 財源名 金額

671 31,959給食施設費人件費 学校給食課 教育費 保健体育費 給食施設費 31,288

特定財源
一般財源

国庫支出金 県支出金 地方債 その他
事業名 所管課 款名称 項名称 目名称 補正前 補正額 計

補正額の財源内訳

根拠法令 スポーツ振興法、米子市体育施設条例、都市公園法、米子市都市公園条例

体育施設整備事業債

区分 金額
地方債 5,200 委託料 5,200

事業の概要と必要性 補正の理由 補正額の特定財源の内訳 節

①事業の概要
　米子市営東山陸上競技場は、平成24年4月に第2種陸上競技場の公
認更新検定を受けるための整備工事を平成２３年度内に行うこととして
いるところから、これに係る実施設計業務委託を本年度中に行うもの。
②事業の必要性
　同陸上競技場の第２種陸上競技場の公認更新検定に合格しなけれ
ば、同競技場での記録が公認記録とならないため各種陸上競技大会
の開催が不可能になり、本市陸上競技の振興に多大な影響が出るた
め。

①補正の理由
　トラック改修に関する工事の特性として、真夏・真冬の施工が質的完成
度に多大な悪影響を及ぼすことが工法検討の際に判明した。これを避け
、気温の安定した秋に施工するためには、平成２２年度中に本設計業務
委託
を完了することが必要なため。
②事業計画
　平成２３年度中に行う米子市営東山陸上競技場改修工事に係る実施
設計を行う。
③計画効果
　平成２２年度中に実施設計委託を完了することにより、平成２３年度の
改修工事を気温の安定した季節に施工することが出来る。これにより質
的完成度を高め、第２種公認陸上競技場として、安全・安心な施設利用
が可能となる。

財源 財源名 金額

5,200 5,200 5,200東山陸上競技場改修事業 体育課 教育費 保健体育費 体育施設費

特定財源
一般財源

国庫支出金 県支出金 地方債 その他
事業名 所管課 款名称 項名称 目名称 補正前 補正額 計

補正額の財源内訳


